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議案第14号 

 

   令和３年度松野町一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和３年度松野町の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ46,083千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ5,264,060千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和４年３月９日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第 1 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 

（歳入） （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

令和 3年度松野町一般会計予算に関する説明書 

２８５，９１６ 
1. 町税 

２，５２７ ２８８，４４３ 
1. 町民税 

１０１，０２９ ６，８２９ １０７，８５８ 
2. 固定資産税 

１４９，６６４ △５，４８８ １４４，１７６ 
3. 軽自動車税 

１５，９９６ ９９０ １６，９８６ 
4. 市町村たばこ税 

１９，２２７ １９６ １９，４２３ 

２，４００ 
9. 地方特例交付金 

２，０７７ ４，４７７ 
2. 新型コロナウイルス感染症対策

地方税減収補てん特別交付金 

地方税減収補てん特別交付金 
 

０ ２，０７７ ２，０７７ 

１，９７７，３３０ 
10. 地方交付税 

７７，７７７ ２，０５５，１０７ 
1. 地方交付税 

１，９７７，３３０ ７７，７７７ ２，０５５，１０７ 

６，６２１ 
12. 分担金及び負担金 

８２７ ７，４４８ 
2. 負担金 

５，１１９ ８２７ ５，９４６ 

５０１，４２２ 
14. 国庫支出金 

△２９，１２４ ４７２，２９８ 
1. 国庫負担金 

１４４，７１４ △２，２５１ １４２，４６３ 
2. 国庫補助金 

３５５，３９７ △２６，８７３ ３２８，５２４ 

２８６，９７４ 
15. 県支出金 

△１４，４８５ ２７２，４８９ 
1. 県負担金 

９１，６５８ △５，６１２ ８６，０４６ 
2. 県補助金 

１８３，６７７ △７，６４６ １７６，０３１ 

― 2 ― 一般 



 

― 3 ― 一般 

（歳入） （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3. 委託金 
１１，６３９ △１，２２７ １０，４１２ 

２４１，５４１ 
18. 繰入金 

△３７，３２２ ２０４，２１９ 
1. 特別会計繰入金 

１ ３８８ ３８９ 
2. 基金繰入金 

２４１，５４０ △３７，７１０ ２０３，８３０ 

１５５，８５６ 
20. 諸収入 

△６，２６０ １４９，５９６ 
4. 雑入 

１４９，３５６ △６，２６０ １４３，０９６ 

１，６３２，７９７ 
21. 町債 

△４２，１００ １，５９０，６９７ 
1. 町債 

１，６３２，７９７ △４２，１００ １，５９０，６９７ 

歳  入  合  計 
５，３１０，１４３ △４６，０８３ ５，２６４，０６０ 



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
３９，９８４ △１，８５４ ３８，１３０

1.議会費
３９，９８４ △１，８５４ ３８，１３０

2.総務費
２，１３４，０９８ ４１，０２７ ２，１７５，１２５

1.総務管理費
２，０８２，７１７ ３９，６００ ２，１２２，３１７

2.徴税費
２４，３３７ △７９６ ２３，５４１

3.戸籍住民基本台帳
費 １４，９４１ ２，４４９ １７，３９０

5.統計調査費
４２６ △２２６ ２００

3.民生費
１，０７６，０２９ △２９，４１２ １，０４６，６１７

1.社会福祉費
７０３，９７１ △２４，４４３ ６７９，５２８

2.児童福祉費
３７２，０４７ △４，９６９ ３６７，０７８

4.衛生費
２４９，７０９ １７，１３６ ２６６，８４５

1.保健衛生費
２１５，８２９ １８，３３６ ２３４，１６５

2.清掃費
３３，８８０ △１，２００ ３２，６８０

6.農林水産業費
２８１，１６１ △１７，１２４ ２６４，０３７

1.農業費
２１８，１５９ △１５，７７４ ２０２，３８５

2.林業費
６２，４７４ △１，３５０ ６１，１２４

7.商工費
２４０，０１８ △１９，６３２ ２２０，３８６

―　4　― 一般



―　5　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.商工費
２４０，０１８ △１９，６３２ ２２０，３８６

8.土木費
４３５，５７１ △６，６５８ ４２８，９１３

1.土木管理費
９，４８４ △５０ ９，４３４

2.道路橋梁費
２５２，８６２ ０ ２５２，８６２

4.住宅費
３５，８３０ △６，６０８ ２９，２２２

9.消防費
３９，５３６ △３，７３０ ３５，８０６

1.消防費
３９，５３６ △３，７３０ ３５，８０６

10.教育費
２８２，０７７ △２５，８３６ ２５６，２４１

1.教育総務費
７２，０８９ △６，９５４ ６５，１３５

2.小学校費
４８，６６４ △１，４９７ ４７，１６７

3.中学校費
３５，６２６ △２，８５７ ３２，７６９

4.社会教育費
６９，４３１ △４，４２２ ６５，００９

5.保健体育費
５５，４９９ △１０，１０６ ４５，３９３

歳　　出　　合　　計
５，３１０，１４３ △４６，０８３ ５，２６４，０６０



第　２　表　　繰　越　明　許　費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 金　　額

令和 4年度

2.
１，８７０

1.総務費 総務管理費 一般管理費

3.
３４，１４１

1.民生費 社会福祉費 住民税非課税世帯等に対する臨時特別
給付金給付事業

6.
８１２

1.農林水産業費 農業費 担い手育成対策費

8.
１０，０００

2.土木費 道路橋梁費 道路維持費

8.
５６，５００

2.土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

8.
３５，３６０

3.土木費 河川費 砂防事業費

9.
１１，３９６

1.消防費 消防費 消防施設費

11.
５，０００

2.災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 道路橋梁災害復旧費

―　6　― 一般



一般

第　３　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 3年度　　

―　7　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２０３，５００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２８４，６００

９５，０００
過疎対策事業債（ソフト事業
分） ６７，１００

２８３，５００緊急防災・減災事業債 ２６４，３００

７５４，０００
公共施設等適正管理推進事業
債 ７４４，４００

３２，７００一般補助施設整備等事業債 ３１，９００

１２８，７００施設整備事業債 ６３，０００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２８５，９１６ ２，５２７ ２８８，４４３

9.地方特例交付金
２，４００ ２，０７７ ４，４７７

10.地方交付税
１，９７７，３３０ ７７，７７７ ２，０５５，１０７

12.分担金及び負担金
６，６２１ ８２７ ７，４４８

14.国庫支出金
５０１，４２２ △２９，１２４ ４７２，２９８

15.県支出金
２８６，９７４ △１４，４８５ ２７２，４８９

18.繰入金
２４１，５４１ △３７，３２２ ２０４，２１９

20.諸収入
１５５，８５６ △６，２６０ １４９，５９６

21.町債
１，６３２，７９７ △４２，１００ １，５９０，６９７

歳　　入　　合　　計
５，３１０，１４３ △４６，０８３ ５，２６４，０６０

―　8　― 一般



―　9　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

39,984 △1,854 38,130 △1,854
2.総務費

2,134,098 41,027 2,175,125 2,221 △16,700 12,563 42,943
3.民生費

1,076,029 △29,412 1,046,617 △23,405 △2,600 1,096 △4,503
4.衛生費

249,709 17,136 266,845 △6,342 △800 24,278
6.農林水産業費

281,161 △17,124 264,037 △8,966 △17,500 9,342
7.商工費

240,018 △19,632 220,386 △1,854 △7,800 △3,400 △6,578
8.土木費

435,571 △6,658 428,913 △3,865 9,800 △12,593
9.消防費

39,536 △3,730 35,806 △150 △6,500 2,920
10.教育費

282,077 △25,836 256,241 △1,248 △3,111 △21,477

△43,609
歳　　出　　合　　計

5,310,143 △46,083 5,264,060 △42,100 7,148 32,478



2.歳 入 

町税 町民税 1 項 1 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

56 1. 1. ・ 現年課税分 個人 90,680 9,333 100,013 均等割 9,034 
8,978 ・ 所得割 

299 2. ・ 滞納繰越分 滞納繰越分 299 

△510 2. 1. ・ 現年課税分 法人 10,349 △2,504 7,845 均等割 △2,504 
△1,994 ・ 法人税割 

101,029 6,829 107,858 計 

町税 固定資産税 2 項 1 款 

1,126 1. 1. ・ 現年課税分 固定資産税 147,596 △5,488 142,108 土地 △6,119 
△3,447 ・ 家屋 
△3,798 ・ 償却資産 

631 2. ・ 滞納繰越分 滞納繰越分 631 

149,664 △5,488 144,176 計 

町税 軽自動車税 3 項 1 款 

△289 1. 1. ・ 現年課税分 環境性能割 750 △289 461 現年課税分 △289 

701 2. 1. ・ 現年課税分 種別割 15,246 1,279 16,525 軽自動車 701 

578 2. ・ 滞納繰越分 滞納繰越分 578 

15,996 990 16,986 計 

― 10 ― 一般 1.款 町税 



― 11 ― 一般 1.款 町税 

町税 市町村たばこ税 4 項 1 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

196 1. 1. ・ 現年課税分 市町村たばこ税 19,227 196 19,423 旧３級品以外 196 

19,227 196 19,423 計 

1 款合計 285,916 2,527 288,443 

地方特例交付金 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金 2 項 9 款 

2,077 1. 1. ・ 新型コロナウイルス感染症 新型コロナウイルス感染 0 2,077 2,077 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特 2,077 
対策地方税減収補てん特別 症対策地方税減収補てん 別交付金 
交付金 特別交付金 

0 2,077 2,077 計 

9 款合計 2,400 2,077 4,477 

地方交付税 地方交付税 1 項 10 款 

77,777 1. 1. ・ 地方交付税 地方交付税 1,977,330 77,777 2,055,107 普通交付税 77,777 

1,977,330 77,777 2,055,107 計 

10 款合計 1,977,330 77,777 2,055,107 

分担金及び負担金 負担金 2 項 12 款 

827 1. 1. ・ 老人福祉費負担金 民生費負担金 5,042 827 5,869 老人保護費負担金 827 

5,119 827 5,946 計 



分担金及び負担金 12 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

12 款合計 6,621 827 7,448 

国庫支出金 国庫負担金 1 項 14 款 

△131 1. 1. ・ 社会福祉総務費負担金 民生費国庫負担金 118,725 △3,592 115,133 国民健康保険基盤安定事業費負担金 △131 

△935 3. ・ 障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金 △935 

△2,441 4. ・ 児童福祉総務費負担金 児童手当交付金 △2,441 

△25 5. ・ 保育所費負担金 子どものための教育・保育給付費負担金 △85 
△60 ・ 子育てのための施設等利用給付負担金 

1,341 2. 1. ・ 保健衛生費負担金 衛生費国庫負担金 22,354 1,341 23,695 新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金 1,341 

144,714 △2,251 142,463 計 

国庫支出金 国庫補助金 2 項 14 款 

△1,854 1. 2. ・ 企画費補助金 総務費国庫補助金 44,471 594 45,065 地方創生推進交付金 △1,854 

2,448 3. ・ 戸籍住民基本台帳費補助金 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 2,448 

△122 2. 2. ・ 障害者福祉費補助金 民生費国庫補助金 161,804 △12,549 149,255 地域生活支援事業費補助金 △122 

△37 3. ・ 保育所費補助金 子ども・子育て支援事業交付金 230 
267 ・ 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例交付金 

△2,800 5. ・ 児童福祉総務費補助金 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金 △2,800 

― 12 ― 一般 12.款 分担金及び負担金 



― 13 ― 一般 14.款 国庫支出金 

国庫支出金 国庫補助金 2 項 14 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

△10,000 2. 6. ・ 社会福祉総務費補助金 民生費国庫補助金 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事 △9,875 
業費補助金 

125 ・ 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事 
務費補助金 

18 7. ・ 隣保館費補助金 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例交付金 18 

△637 3. 1. ・ 保健衛生費補助金 衛生費国庫補助金 36,789 △6,944 29,845 感染症予防事業費等国庫補助金 △6,222 
△215 ・ 母子保健衛生費国庫補助金 

△5,370 ・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業費国庫補助金 

△722 2. ・ 環境衛生費補助金 循環型社会形成推進交付金 △722 

△3,265 4. 2. ・ 住宅管理費補助金 土木費国庫補助金 92,980 △3,265 89,715 社会資本整備総合交付金 △3,265 

△709 5. 3. ・ 文化振興費補助金 教育費国庫補助金 3,353 △709 2,644 文化芸術振興費補助金 △709 

△4,000 6. 1. ・ 農地費補助金 農林水産業費国庫補助金 16,000 △4,000 12,000 農業水路等長寿命化・防災減災事業費補助金 △4,000 

355,397 △26,873 328,524 計 

14 款合計 501,422 △29,124 472,298 

県支出金 県負担金 1 項 15 款 

△3,705 2. 1. ・ 社会福祉総務費負担金 民生費県負担金 90,494 △5,612 84,882 国民健康保険基盤安定事業費負担金 △3,705 

△467 3. ・ 障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金 △467 

△862 4. ・ 後期高齢者医療保険事業費 後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金 △862 
負担金 



県支出金 県負担金 1 項 15 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

△536 2. 5. ・ 児童福祉総務費負担金 民生費県負担金 児童手当負担金 △536 

△12 6. ・ 保育所費負担金 子どものための教育・保育給付費負担金 △42 
△30 ・ 子育てのための施設等利用給付負担金 

91,658 △5,612 86,046 計 

県支出金 県補助金 2 項 15 款 

△64 2. 2. ・ 老人福祉費補助金 民生費県補助金 21,728 △1,652 20,076 全国健康福祉祭開催準備事業費補助金 △64 

△1,050 3. ・ 障害者福祉費補助金 重度心身障害者医療費補助金 △1,275 
△61 ・ 地域生活支援事業費補助金 
△96 ・ 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事業費補助金 
△68 ・ 心身障害者扶養共済制度推進事業費補助金 

△215 4. ・ 隣保館費補助金 隣保館運営等事業費補助金 △215 

△61 5. ・ 児童福祉総務費補助金 愛顔の子育て応援事業費補助金 △61 

△37 7. ・ 保育所費補助金 子ども・子育て支援事業交付金 △37 

△94 3. 1. ・ 保健衛生費補助金 衛生費県補助金 1,499 △739 760 健康増進事業費補助金 △205 
△84 ・ 地域自殺対策強化事業費補助金 
△27 ・ 若年末期がん患者在宅療養支援事業費補助金 

△534 2. ・ 環境衛生費補助金 浄化槽整備事業費補助金 △534 

△502 4. 1. ・ 農業委員会費補助金 農林水産業費県補助金 60,543 △3,966 56,577 農業委員会交付金 △502 

△226 2. ・ 農業総務費補助金 経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金 △226 

― 14 ― 一般 15.款 県支出金 



― 15 ― 一般 15.款 県支出金 

県支出金 県補助金 2 項 15 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

△1,500 4. 4. ・ 担い手育成対策費補助金 農林水産業費県補助金 新規就農総合支援事業費補助金 △1,647 
△147 ・ 担い手総合支援事業費補助金 

△330 5. ・ 日本型直接支払事業費補助 中山間地域等直接支払交付金 △999 
△669 ・ 金 多面的機能支払交付金 

△592 6. ・ 鳥獣被害対策費補助金 鳥獣害防止施設整備事業費補助金 △592 

△600 5. 2. ・ 住宅管理費補助金 土木費県補助金 82,550 △600 81,950 特定老朽危険空家等除却促進事業費補助金 △600 

△150 6. 1. ・ 自主防災組織活性化支援事 消防費県補助金 150 △150 0 自主防災組織活性化支援事業費補助金 △150 
業費補助金 

△288 7. 4. ・ 保健体育総務費補助金 教育費県補助金 6,890 △539 6,351 新ふるさとづくり総合支援事業費補助金 △288 

△251 5. ・ 健康増進センター費補助金 新ふるさとづくり総合支援事業費補助金 △251 

183,677 △7,646 176,031 計 

県支出金 委託金 3 項 15 款 

△6 1. 5. ・ 統計調査費委託金 総務費委託金 10,315 △227 10,088 学校基本調査事務委託金 △227 
△30 ・ 統計調査員確保対策事業委託金 
△191 ・ 経済センサス事務委託金 

△1,000 3. 3. ・ 森林基幹林道整備費委託金 農林水産業費委託金 1,231 △1,000 231 森林基幹林道用地事務委託金 △1,000 

11,639 △1,227 10,412 計 

15 款合計 286,974 △14,485 272,489 



繰入金 特別会計繰入金 1 項 18 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

388 1. 1. ・ 特別会計繰入金 特別会計繰入金 1 388 389 特別会計繰入金 388 

1 388 389 計 

繰入金 基金繰入金 2 項 18 款 

△50,000 1. 1. ・ 財政調整基金繰入金 財政調整基金繰入金 50,000 △50,000 0 財政調整基金繰入金 △50,000 

15,208 2. 1. ・ 庁舎建設基金繰入金 庁舎建設基金繰入金 173,927 15,208 189,135 庁舎建設基金繰入金 15,208 

△2,918 3. 1. ・ 人材育成基金繰入金 人材育成基金繰入金 3,578 △2,918 660 人材育成基金繰入金 △2,918 

241,540 △37,710 203,830 計 

18 款合計 241,541 △37,322 204,219 

諸収入 雑入 4 項 20 款 

△22 1. 5. ・ 保険料実費徴収金 雑入 149,356 △6,260 143,096 心身障害者扶養保険料徴収金 △22 

△3,032 9. ・ 市町振興協会交付金 市町振興協会助成金 △3,032 

△61 15. ・ イベント参加費 不器男忌俳句大会参加費 △61 

△500 19. ・ 企業立地促進事業費負担金 企業立地雇用促進奨励金関係市町負担金 △500 

△2,645 21. ・ 二酸化炭素排出抑制対策事 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 △2,645 
業費等補助金 

149,356 △6,260 143,096 計 

― 16 ― 一般 18.款 繰入金 



 
― 17 ― 一般 20.款 諸収入 

諸収入 20 款 （単位：千円） 

節 
説         明 

金 額 区  分 計 補正額 補正前の額 目 

20 款合計 155,856 △6,260 149,596 

町債 町債 1 項 21 款 

81,100 1. 1. ・ 過疎対策事業債 過疎対策事業債 298,500 53,200 351,700 過疎対策事業債（ハード事業分） 53,200 
△27,900 ・ 過疎対策事業債（ソフト事業分） 

△19,200 4. 1. ・ 緊急防災・減災事業債 緊急防災・減災事業債 283,500 △19,200 264,300 緊急防災・減災事業債 △19,200 

△9,600 5. 1. ・ 公共施設等適正管理推進事 公共施設等適正管理推進 754,000 △9,600 744,400 公共施設等適正管理推進事業債 △9,600 
業債 事業債 

△800 6. 1. ・ 一般補助施設整備等事業債 一般補助施設整備等事業 32,700 △800 31,900 一般補助施設整備等事業債 △800 
債 

△65,700 7. 1. ・ 施設整備事業債 施設整備事業債 128,700 △65,700 63,000 施設整備事業債 △65,700 

1,632,797 △42,100 1,590,697 計 

21 款合計 1,632,797 △42,100 1,590,697 

5,310,143 △46,083 5,264,060 歳入合計 



3.歳　出

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 8.旅費議会費 39,984 △1,854 38,130 △1,854 費用弁償△1,676 △724・
普通旅費 △52・
特別旅費 △900・

18.負担金、補 議員研修費△178 △178・
助及び交付
金

39,984 △1,854 38,130 △1,854計

1 款合計 39,984 △1,854 38,130 △1,854

2款 総務費 1項 総務管理費

1. 3.職員手当等一般管理費 301,897 3,486 305,383 3,486 期末手当△56 △56・

18.負担金、補 退職手当負担金（一般職）3,542 3,542・
助及び交付
金

3. 7.報償費無線放送施 9,390 △1,382 8,008 △1,200 △182 無線放送運営委員謝礼△106 △106・
設費

8.旅費 普通旅費△7 △7・

17.備品購入費 Ｊアラート告知放送システム連携機器△1,269 △1,269・
購入費

7. 1.報酬企画費 206,992 △11,067 195,925 △3,200 △7,867 まちづくり委員会委員報酬△146 △146・

7.報償費 賞品費△477 △271・
景観審議会委員謝礼 △26・

―　18　― 一般1.款議会費



―　19　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 7.報償費企画費 地域公共交通会議委員謝礼 △110・
移住フェア協力者謝礼 △70・

8.旅費 費用弁償△5,006 △2,360・
普通旅費 △2,646・

10.需用費 消耗品費△611 △229・
燃料費 △110・
食糧費 △247・
印刷製本費 △25・

11.役務費 通信運搬費△285 △280・
クリーニング料 △5・

12.委託料 重点プロジェクト調査委託料△499 △44・
パンフレット作成委託料 △455・

13.使用料及び 高速道路通行料△612 △166・
賃借料 自動車借上料 △101・

会場借上料 △345・

17.備品購入費 機械器具費△80 △80・

18.負担金、補 宇和島地区広域事務組合負担金△3,351 8,022・
助及び交付 山村振興連盟負担金 △4・
金 過疎地域自立促進協議会負担金 △40・

地域おこし協力隊研修会参加負担金 △50・
高齢者外出支援事業補助金 △1,806・
おためし移住宿泊費補助金 △366・
愛媛・大分交流市町村連絡会議負担金 △100・
特定地域づくり事業協同組合補助金 △7・
移住促進空き家改修費補助金 △9,000・



2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

8. 13.使用料及び支所費 862 △55 807 △55 複写機使用料△55 △20・
賃借料 自動車借上料 △35・

9. 8.旅費交通安全対 5,243 △172 5,071 △172 普通旅費△7 △7・
策費

10.需用費 食糧費△165 △17・
光熱水費 △148・

11. 1.報酬諸費 5,850 △132 5,718 △132 安全で安心なまちづくり会議委員報酬△132 △132・

12. 24.積立金財政調整基 588 50,000 50,588 50,000 減債基金積立金50,000 50,000・
金費

15. 11.役務費コミュニテ 16,423 1,468 17,891 1,468 自動車損害賠償責任保険料△5 △5・
ィバス運行

18.負担金、補費 生活交通路線維持費補助金1,473 1,473・
助及び交付
金

16. 13.使用料及び情報通信基 66,014 △2,456 63,558 △2,456 土地借上料△14 △14・
賃借料盤施設管理

費
18.負担金、補 鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費△2,442 △2,442・
助及び交付 負担金
金

17. 8.旅費庁舎建設費 1,357,978 △90 1,357,888 △12,300 12,563 △353 普通旅費△90 △90・

2,082,717 39,600 2,122,317 △16,700 12,563 43,737計

―　20　― 一般2.款総務費



―　21　― 一般2.款総務費

2款 総務費 2項 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等税務総務費 14,723 △577 14,146 △577 期末手当△90 △90・

8.旅費 普通旅費△294 △294・

12.委託料 宅地評価算定基準用図面作成委託料△101 △55・
地籍図・集成図・数値情報化データ修 △46・
正委託料

18.負担金、補 地方税研修会参加負担金△92 △92・
助及び交付
金

2. 8.旅費賦課徴収費 9,614 △219 9,395 △219 普通旅費△41 △41・

10.需用費 消耗品費△135 △135・

11.役務費 税務調査手数料△19 △19・

18.負担金、補 地方税電子化協議会会費△24 △8・
助及び交付 軽自動車税電子データ提供サービス負 △3・
金 担金

共同印刷市町負担金 △13・

24,337 △796 23,541 △796計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 12.委託料戸籍住民基 14,941 2,449 17,390 2,448 1 住民基本台帳システム改造委託料2,449 2,449・
本台帳費

14,941 2,449 17,390 2,448 1計



2款 総務費 5項 統計調査費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬統計調査費 426 △226 200 △227 1 調査員報酬△59 △59・

3.職員手当等 時間外勤務手当△30 △30・

8.旅費 費用弁償△15 △1・
普通旅費 △14・

10.需用費 消耗品費△104 △104・

11.役務費 通信運搬費△18 △18・

426 △226 200 △227 1計

2 款合計 2,134,098 41,027 2,175,125 2,221 △16,700 12,563 42,943

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 8.旅費社会福祉総 213,284 △12,062 201,222 △13,711 291 1,358 普通旅費△60 △60・
務費

18.負担金、補 民生児童委員協議会補助金△10,432 △556・
助及び交付 住民税非課税世帯等に対する臨時特別 △9,876・
金 給付金

22.償還金、利 国民健康保険基盤安定負担金返還金291 291・
子及び割引
料

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金△1,861 △1,861・

2. 2.給料国民年金事 5,356 △201 5,155 △201 一般職給△60 △60・
務費

―　22　― 一般2.款総務費



―　23　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 3.職員手当等国民年金事 期末手当△141 △60・
務費 住居手当 △81・

3. 8.旅費老人福祉費 181,786 △2,429 179,357 △64 827 △3,192 普通旅費△129 △129・

19.扶助費 老人保護措置費△2,300 △2,000・
在宅寝たきり高齢者等介護手当支給事 △200・
業費
家庭介護用品支給事業費 △100・

4. 7.報償費障害者福祉 184,055 △5,860 178,195 △2,799 △22 △3,039 育成医療判定医師謝礼△14 △14・
費

11.役務費 成年後見人登記手数料△163 △163・

12.委託料 地域生活支援事業委託料△67 △67・

18.負担金、補 心身障害者扶養共済制度推進事業費負△233 △137・
助及び交付 担金
金 人工透析患者等通院交通費助成金 △60・

身体障害者福祉協議会補助金 △36・

19.扶助費 軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事△5,383 △194・
業費
障害者医療費 △1,870・
地域生活支援事業費 △1,219・
重度心身障害者医療費 △2,100・

5. 8.旅費人権・同和 10,656 △210 10,446 △210 普通旅費△210 △210・
対策費

6. 1.報酬隣保館費 16,998 △1,898 15,100 △197 △1,701 森の国ふれあいセンター館長報酬△100 △100・



3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

6. 7.報償費隣保館費 講師謝礼△385 △385・

8.旅費 費用弁償△1,023 △501・
普通旅費 △522・

10.需用費 学級材料費△203 △203・

17.備品購入費 施設用備品購入費△187 △187・

8. 11.役務費後期高齢者 89,293 △1,783 87,510 △862 △921 文書作成手数料△15 △15・
医療保険事

12.委託料業費 後期高齢者健康診査委託料△241 △241・

27.繰出金 後期高齢者医療保険事業特別会計繰出△1,527 △1,527・
金

703,971 △24,443 679,528 △17,633 1,096 △7,906計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 1.報酬児童福祉総 105,434 △3,767 101,667 △5,838 2,071 子ども・子育て会議委員報酬△92 △92・
務費

8.旅費 普通旅費△20 △20・

12.委託料 子育て世帯臨時特別給付金システム改△2,800 △2,800・
造委託料

18.負担金、補 子どもの愛顔応援県民会議負担金△212 △16・
助及び交付 乳幼児用紙おむつ券交付事業費補助金 △196・
金

―　24　― 一般3.款民生費



―　25　― 一般3.款民生費

3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 19.扶助費児童福祉総 児童手当給付金△643 △643・
務費

3. 8.旅費保育所費 264,007 △1,202 262,805 66 △2,600 1,332 普通旅費△143 △143・

10.需用費 燃料費△403 △162・
光熱水費 △241・

11.役務費 通信運搬費△123 △72・
衛生検査手数料 △51・

12.委託料 施設維持管理委託料△280 △29・
広域入所児童委託料 △105・
子育て短期支援事業委託料 △146・

14.工事請負費 工事請負費△96 △96・

17.備品購入費 食器洗浄機購入費△37 △37・

19.扶助費 子育てのための施設等利用給付費△120 △120・

372,047 △4,969 367,078 △5,772 △2,600 3,403計

3 款合計 1,076,029 △29,412 1,046,617 △23,405 △2,600 1,096 △4,503

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 7.報償費保健衛生費 187,234 20,267 207,501 △5,086 △800 26,153 講師謝礼△216 △205・
看護師報償費 △11・

8.旅費 費用弁償△445 △114・



4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 8.旅費保健衛生費 普通旅費 △331・

10.需用費 消耗品費△133 △33・
燃料費 △30・
食糧費 △1・
印刷製本費 △29・
栄養学級材料費 △40・

11.役務費 諸手数料△93 △30・
審査支払手数料 △42・
風しん対策事務手数料 △20・
自動車損害賠償責任保険料 △1・

12.委託料 庁用自動車整備管理委託料1,392 △1・
健康診断委託料 △167・
胸部検診委託料 △277・
がん検診委託料 △1,089・
妊婦一般健康診査委託料 △900・
歯周疾患等検診委託料 △178・
産婦健康診査委託料 △55・
産後ケア委託料 △380・
風しん抗体検査委託料 △640・
予防接種委託料 △430・
健康診査委託料 △170・
新型コロナウイルスワクチン接種委託 3,176・
料
新型コロナウイルスワクチン接種体制 793・
確保委託料
新型コロナウイルスワクチン接種休日 1,710・
分委託料

―　26　― 一般4.款衛生費



―　27　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 13.使用料及び保健衛生費 複写機使用料△10 △10・
賃借料

18.負担金、補 任意予防接種費補助金△1,510 △856・
助及び交付 不妊治療費助成金 △400・
金 予防接種費補助金 △200・

若年末期がん患者在宅療養支援事業費 △54・
補助金

22.償還金、利 未熟児養育医療費等国庫負担金返還金922 160・
子及び割引 母子保健衛生費国庫補助金返還金 369・
料 感染症予防事業費等国庫補助金返還金 393・

27.繰出金 中央診療所特別会計繰出金20,360 20,360・

2. 10.需用費保健センタ 4,302 △387 3,915 △387 燃料費△237 △25・
ー費 光熱水費 △171・

修繕料 △41・

13.使用料及び 複写機使用料△150 △150・
賃借料

3. 18.負担金、補環境衛生費 24,293 △1,544 22,749 △1,256 △288 小型合併処理浄化槽設置費補助金△1,544 △1,544・
助及び交付
金

215,829 18,336 234,165 △6,342 △800 25,478計

4款 衛生費 2項 清掃費

1. 10.需用費塵芥処理費 33,880 △1,200 32,680 △1,200 消耗品費△1,200 △1,200・



4款 衛生費 2項 清掃費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

33,880 △1,200 32,680 △1,200計

4 款合計 249,709 17,136 266,845 △6,342 △800 24,278

6款 農林水産業費 1項 農業費

1. 3.職員手当等農業委員会 9,487 △417 9,070 △502 85 期末手当△110 △60・
費 勤勉手当 △50・

8.旅費 費用弁償△307 △219・
普通旅費 △88・

2. 10.需用費農業総務費 23,987 △326 23,661 △226 △100 燃料費△100 △100・

18.負担金、補 経営所得安定対策直接支払推進事業費△226 △226・
助及び交付 補助金
金

3. 8.旅費農業振興費 18,767 △1,662 17,105 △400 △1,262 費用弁償△476 △200・
普通旅費 △276・

13.使用料及び 渡船使用料△15 △15・
賃借料

18.負担金、補 鬼北地域農業振興協議会負担金△1,171 △284・
助及び交付 野菜価格安定対策事業負担金 △27・
金 農業振興費補助金 △860・

4. 8.旅費担い手育成 66,021 △7,564 58,457 △1,647 △17,100 11,183 費用弁償△448 △288・
対策費 普通旅費 △160・
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―　29　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 18.負担金、補担い手育成 農業次世代人材投資資金△7,116 △1,500・
助及び交付対策費 担い手育成対策事業費補助金 △2,000・
金 新規就農者支援事業費補助金 △2,150・

担い手総合支援事業費補助金 △1,466・

5. 12.委託料農地費 23,046 △3,670 19,376 △4,000 330 ため池ハザードマップ作成委託料△3,670 △3,670・

6. 18.負担金、補日本型直接 44,960 △1,148 43,812 △999 △149 中山間地域等直接支払交付金△1,148 △342・
助及び交付支払事業費 多面的機能支払交付金 △806・
金

7. 18.負担金、補鳥獣被害対 31,891 △987 30,904 △592 △395 鳥獣被害防止施設整備事業補助金△987 △987・
助及び交付策費
金

218,159 △15,774 202,385 △7,966 △17,500 9,692計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 3.職員手当等林業総務費 19,720 △50 19,670 △50 勤勉手当△50 △50・

3. 12.委託料森林基幹林 10,026 △1,300 8,726 △1,000 △300 登記委託料△400 △400・
道整備費

16.公有財産購 用地購入費△300 △300・
入費

21.補償、補填 物件補償費△600 △600・
及び賠償金

62,474 △1,350 61,124 △1,000 △350計



6款 農林水産業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

6 款合計 281,161 △17,124 264,037 △8,966 △17,500 9,342

7款 商工費 1項 商工費

1. 8.旅費商工総務費 16,064 △113 15,951 △113 費用弁償△38 △25・
普通旅費 △13・

10.需用費 消耗品費△75 △24・
印刷製本費 △51・

2. 8.旅費商工振興費 55,772 △10,039 45,733 △2,000 △500 △7,539 費用弁償△343 △257・
普通旅費 △86・

10.需用費 印刷製本費△12 △12・

11.役務費 通信運搬費△15 △15・

12.委託料 森の国創業支援・物産振興キックオフ△3,900 △3,900・
事業委託料

18.負担金、補 愛媛県地域産業活性化協議会負担金△5,769 △33・
助及び交付 県信用保証協会保証料補給金 △3・
金 企業立地雇用促進奨励金関係市町負担 △500・

金
商工会補助金 △1,350・
企業立地雇用促進奨励金 △500・
地域づくり調査研究・インターンシッ △500・
プ応援事業補助金
ふるさとワーキングホリデー事業補助 △1,234・
金

―　30　― 一般6.款農林水産業費



―　31　― 一般7.款商工費

7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補商工振興費 新型コロナウイルス感染症対策事業継 △1,649・
助及び交付 続支援補助金
金

3. 7.報償費観光費 168,182 △9,480 158,702 △1,854 △5,800 △2,900 1,074 賞品費△60 △60・

8.旅費 費用弁償△151 △134・
普通旅費 △17・

10.需用費 消耗品費△507 △76・
燃料費 △174・
食糧費 △11・
印刷製本費 △246・

11.役務費 通信運搬費△821 △97・
広告料 △233・
クリーニング料 △10・
新聞折込手数料 △336・
仮設電気設置手数料 △92・
自動車損害共済分担金 △53・

12.委託料 設計監理委託料2,260 △86・
パンフレット作成委託料 △45・
大門温泉配管滅菌委託料 △109・
ふれあい交流館温浴部門指定管理料 2,500・

13.使用料及び 自動車借上料△136 △136・
賃借料

17.備品購入費 機械器具費△512 △512・



7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 18.負担金、補観光費 地域おこし協力隊研修会参加負担金△9,553 △31・
助及び交付 全国棚田（千枚田）連絡協議会会費 △10・
金 宇和島圏域交流促進連絡協議会負担金 △598・

（宇和島定住自立圏）
愛媛県サイクリングガイド養成推進協 △20・
議会負担金
地域おこし協力隊活動拠点管理費負担 △60・
金
滑床まつり開催費補助金 △1,370・
森の国戦国絵巻のまちづくりプロジェ △1,565・
クト事業補助金
森の国観光交流促進プログラム事業補 △1,250・
助金
グリーンツーリズムキックオフ補助金 △1,000・
松野四万十バイクレース開催費補助金 △2,400・
森の国誘客促進事業補助金 △200・
ワーケーション推進事業費補助金 △187・
えひめ南予きずな博実行委員会事業負 △862・
担金

240,018 △19,632 220,386 △1,854 △7,800 △3,400 △6,578計

7 款合計 240,018 △19,632 220,386 △1,854 △7,800 △3,400 △6,578

8款 土木費 1項 土木管理費

1. 3.職員手当等土木総務費 9,484 △50 9,434 △50 期末手当△50 △50・

9,484 △50 9,434 △50計

―　32　― 一般7.款商工費



―　33　― 一般8.款土木費

8款 土木費 2項 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3.道路新設改 201,411 0 201,411 9,800 △9,800 財源振替・
良費

252,862 0 252,862 9,800 △9,800計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 3.職員手当等住宅管理費 35,830 △6,608 29,222 △3,865 △2,743 期末手当△70 △70・

11.役務費 火災共済掛金△13 △13・

12.委託料 木造住宅耐震診断派遣委託料△510 △510・

13.使用料及び 土地借上料△5 △5・
賃借料

18.負担金、補 民間木造住宅耐震診断事業費補助金△6,010 △20・
助及び交付 民間建築物アスベスト対策事業費補助 △250・
金 金

民間木造住宅耐震改修事業費補助金 △1,240・
空き家再生等推進事業費補助金 △2,400・
民間木造住宅耐震シェルター設置事業 △1,200・
費補助金
ブロック塀等安全対策事業費補助金 △900・

35,830 △6,608 29,222 △3,865 △2,743計

8 款合計 435,571 △6,658 428,913 △3,865 9,800 △12,593



9款 消防費 1項 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬非常備消防 21,241 △3,469 17,772 △4,900 1,431 班長報酬△913 △13・
費 団員報酬 △900・

8.旅費 費用弁償△211 △158・
普通旅費 △53・

10.需用費 食糧費△148 △127・
光熱水費 △21・

13.使用料及び 電波利用料△2 △2・
賃借料

17.備品購入費 移動系通信機器購入費△1,873 △1,873・

18.負担金、補 消防団員福祉共済制度加入負担金△322 △30・
助及び交付 県消防協会負担金 △1・
金 県消防学校講習会負担金 △19・

全国女性消防団員活性化徳島大会負担 △12・
金
消防操法大会出場費補助金 △230・
消防団運営交付金 △30・

2. 17.備品購入費消防施設費 12,698 △260 12,438 △1,600 1,340 積載車購入費△260 △260・

3. 18.負担金、補水防費 1 △1 0 △1 水防特別警戒交付金△1 △1・
助及び交付
金

4.災害対策費 5,596 0 5,596 △150 150 財源振替・

39,536 △3,730 35,806 △150 △6,500 2,920計
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―　35　― 一般9.款消防費

9款 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

9 款合計 39,536 △3,730 35,806 △150 △6,500 2,920

10款 教育費 1項 教育総務費

1. 8.旅費教育委員会 1,066 △161 905 △161 費用弁償△161 △29・
費 普通旅費 △42・

特別旅費 △90・

2. 1.報酬事務局費 71,023 △6,793 64,230 △2,618 △4,175 人材育成基金事業審査会委員報酬△1,593 △93・
会計年度任用職員報酬 △1,500・

4.共済費 社会保険料△200 △200・

7.報償費 講師謝礼△80 △80・

8.旅費 費用弁償△682 △529・
普通旅費 △153・

11.役務費 廃棄物処理手数料△16 △16・

12.委託料 自動車運転委託料△896 △240・
教職員等健康診断委託料 △89・
校務用情報システム保守委託料 △567・

13.使用料及び 校務用情報システム使用料△6 △6・
賃借料

18.負担金、補 県町教育長会会費△2,960 △24・
助及び交付 不登校児童生徒支援事業負担金（宇和 △173・
金 島定住自立圏）

人材育成基金事業助成金 △2,618・



10款 教育費 1項 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補事務局費 学校給食費補助金 △145・
助及び交付
金

20.貸付金 人材育成基金事業貸付金△360 △360・

72,089 △6,954 65,135 △2,618 △4,336計

10款 教育費 2項 小学校費

1. 11.役務費学校管理費 39,396 △280 39,116 △280 放送設備設定手数料△20 △10・
プールし尿汲取手数料 △10・

12.委託料 空気環境測定委託料△37 △37・

13.使用料及び ネットワークセキュリティ管理機器使△223 △223・
賃借料 用料

2. 11.役務費教育振興費 9,268 △1,217 8,051 △1,217 通信運搬費△70 △70・

13.使用料及び 自動車借上料△110 △110・
賃借料

18.負担金、補 児童派遣費補助金△558 △341・
助及び交付 集団宿泊研修費補助金 △30・
金 総合学習活動費補助金 △180・

授業目的公衆送信補償金等管理協会負 △7・
担金

19.扶助費 要保護準要保護児童就学援助費補助金△479 △479・

―　36　― 一般10.款教育費



―　37　― 一般10.款教育費

10款 教育費 2項 小学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

48,664 △1,497 47,167 △1,497計

10款 教育費 3項 中学校費

1. 7.報償費学校管理費 26,177 △399 25,778 △399 講師謝礼△33 △33・

12.委託料 学校生活支援委託料△366 △366・

2. 11.役務費教育振興費 9,449 △2,458 6,991 △2,458 通信運搬費△195 △50・
教育用パソコンサポート手数料 △145・

13.使用料及び 自動車借上料△190 △190・
賃借料

18.負担金、補 総合学習活動費補助金△1,405 △276・
助及び交付 生徒派遣費補助金 △1,007・
金 ジョブチャレンジＵ15事業補助金 △116・

授業目的公衆送信補償金等管理協会負 △6・
担金

19.扶助費 要保護準要保護生徒就学援助費補助金△668 △668・

35,626 △2,857 32,769 △2,857計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 7.報償費社会教育総 9,417 △799 8,618 △300 △499 成人式記念品費△98 △28・
務費 英語交流事業報償費 △70・

8.旅費 費用弁償△164 △140・



10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 8.旅費社会教育総 普通旅費 △24・
務費

10.需用費 食糧費△201 △137・
修繕料 △64・

11.役務費 傷害保険料△7 △7・

18.負担金、補 中四国社会教育研究大会負担金△329 △23・
助及び交付 四国ブロックＰＴＡ研究大会負担金 △6・
金 人材育成基金事業助成金 △300・

2. 1.報酬公民館費 9,055 △806 8,249 △806 分館長報酬△70 △70・

7.報償費 講師謝礼△200 △200・

8.旅費 費用弁償△436 △393・
普通旅費 △43・

10.需用費 食糧費△65 △65・

11.役務費 筆耕料△30 △30・

18.負担金、補 愛媛県公民館研究大会負担金△5 △5・
助及び交付
金

3. 7.報償費人権・同和 2,443 △845 1,598 △845 講師謝礼△330 △330・
教育費

8.旅費 費用弁償△312 △161・
普通旅費 △151・

10.需用費 消耗品費△156 △156・
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―　39　― 一般10.款教育費

10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 13.使用料及び人権・同和 自動車借上料△47 △47・
賃借料教育費

4. 10.需用費吉野生交流 2,472 △300 2,172 △300 光熱水費△250 △250・
促進センタ

11.役務費ー費 クリーニング料△50 △50・

6. 7.報償費文化振興費 33,225 △1,144 32,081 △709 △193 △242 講師謝礼△576 △317・
不器男忌俳句大会報償費 △259・

8.旅費 費用弁償△190 △61・
普通旅費 △129・

11.役務費 建物災害共済分担金△30 △19・
警備機器更新手数料 △11・

13.使用料及び 不器男記念館入館料△9 △9・
賃借料

18.負担金、補 文化協会活動推進事業補助金△339 △275・
助及び交付 無形文化財伝承活動費補助金 △64・
金

7. 7.報償費不器男記念 9,566 △495 9,071 △495 講師謝礼△50 △50・
館費

10.需用費 燃料費△64 △13・
食糧費 △4・
光熱水費 △47・

12.委託料 管理人業務委託料△250 △250・



10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 13.使用料及び不器男記念 テレビ受信料△15 △15・
賃借料館費

14.工事請負費 工事請負費△87 △87・

17.備品購入費 施設用備品購入費△29 △29・

8. 10.需用費ふるさと館 1,580 △33 1,547 △33 燃料費△13 △4・
費 光熱水費 △9・

11.役務費 通信運搬費△20 △20・

69,431 △4,422 65,009 △709 △493 △3,220計

10款 教育費 5項 保健体育費

1. 7.報償費保健体育総 14,599 △8,526 6,073 △288 △8,238 桃源郷マラソン大会報償費△380 △260・
務費 スポーツ大会賞賜金 △120・

8.旅費 費用弁償△336 △172・
普通旅費 △164・

12.委託料 オリンピック聖火リレー警備委託料△88 △88・

13.使用料及び オリンピック会場入場料△180 △180・
賃借料

18.負担金、補 県スポーツ推進委員協議会会費△7,542 △31・
助及び交付 四国地区スポーツ推進委員研究集会負 △13・
金 担金
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―　41　― 一般10.款教育費

10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補保健体育総 オリンピックホストタウン推進実行委 △7,498・
助及び交付務費 員会補助金
金

2.健康増進セ 1,415 0 1,415 △251 251 財源振替・
ンター費

3. 3.職員手当等学校給食費 35,349 △1,102 34,247 △1,102 期末手当△70 △70・

10.需用費 燃料費△343 △240・
光熱水費 △103・

11.役務費 通信運搬費△21 △13・
諸手数料 △4・
自動車損害賠償責任保険料 △4・

12.委託料 給食運搬委託料△211 △6・
電解水生成装置保守委託料 △2・
酸化チタン光触媒膜塗布委託料 △203・

13.使用料及び テレビ受信料△1 △1・
賃借料

14.工事請負費 工事請負費△456 △456・

4. 10.需用費スポーツ交 2,440 △478 1,962 △478 消耗品費△472 △152・
流センター 光熱水費 △320・
費

11.役務費 浄化槽汲取清掃手数料△6 △6・

55,499 △10,106 45,393 △539 △9,567計



10款 教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

10 款合計 282,077 △25,836 256,241 △1,248 △3,111 △21,477

5,310,143 △46,083 5,264,060 △43,609 △42,100 7,148 32,478歳出合計
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－　43　－

１．特別職

２．一般職及び会計年度任用職
　（１）総　括

0

19,747

31,6415,594

0
(0)

19,747

(3.25)

9,952

4,530

0

19,747

町長・副町長・教育長

64,868 10,241 75,109

4,647 23,721

町長・副町長・教育長

△ 2,227比 較
( )

△ 1,500 △ 60
0

△ 667
0

△ 2,227 0

補 正 前
( )

55,027 312,999 160,621
36
104

補 正 後
( )

53,527 312,939 159,954
104

36

区 分
職員数

給 与 費

526,420

共 済 費
職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円)

計 0 0 0

合 計
備 考報 酬 給 料

(千円) (千円)

0 0

0 0 0 0

19,747

0 0

0 0 0

0
議 員 0 0 0 0

0 0 0
(0)

0 0

7 14,544

9,952

5,594

(3.25)

比 較
その他

14,544

10 34,291

長 等 20,625

計

長 等

計

補 正 後
その他

19,074
補 正 前

その他

議 員

20,625

議 員

長 等 3 20,625

4,530
(3.25)

7

528,647

0

95,249 623,896

19,747

(3.25)
5,422

19,074

19,747

5,422

95,249

31,64126,047

64,868 10,241

4,647

(千円)

75,109

621,669

(人) (千円) (千円) (月分)

10 34,291 20,625

3

計(千円)
年 間 支 給 率

(千円)

26,047

報 酬 給 料
期 末 手 当

(千円) (千円)

23,721

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考



　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

その他 千円

その他 千円

　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア．職員１人当たり給与

-
0

備 考

労 務 職区 分 一 般 行 政 職

職 員 手 当
制 度 改 正 に 伴 う

△ 667

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 290,695
平 均 年 齢 （ 歳 ）

区 分
増 減 額

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 296,038
令 和 ４ 年 ３ 月 31 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 322,913

0

75,161

△ 456

444

令 和 ３ 年 12 月 31 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 320,186

40.8

(千円) (千円)

12,783

そ の 他 の 増 減 分 △ 60

増 減 分

(千円)

50

(千円)

8,214

△ 60

△ 667

0
-

2,948

2,948

増 減 分

0

増 加 分
昇 給 に 伴 う

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.8

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 667

1,083

0

444

0

増 減 事 由 別 内 訳
説 明

39,793 50

0

6,300

9,638 6,300

0 0

3,606

3,687

△ 81

(千円) (千円) (千円)

△ 100

9,638

75,617

39,693

12,813

△ 30

8,214

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期末手当

(千円) (千円)
区 分

住居手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当
時間外

勤務手当
勤勉手当扶養手当 通勤手当

動物等処理
業務手当

(千円)

6

6

0

28

0

28補正後

補正前

比　較 0

給 料 △ 60
給 与 改 定 に 伴 う

職員手当

の 内 訳

1,083
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　　　イ．初任給

　　　ウ．級別職員数

級

3 級

計
0 0.0

( )

( ) ( )
計

( ) ( )
69 100.0

(

級
42.0

( )

)
1.4

)
11 級

( )
29

(

2
( )

( ))
21.8

( )

2 級
( ) ( )

1

3 級
( )

15
(

4 級
( ) ( )

6 8.7

5 級
( ) ( )

8 11.6

級
( ) ( )

10 14.5

)

(

令 和 ３ 年 12 月 31 日 現 在
6

1 級
( )

29

0.0
)

( ) (

2 級
1 1.4

( ) ( )

級
21.8

2 級
( ) ( )

3 級
( )

15
(

6 8.7

8 11.6

4 級
( ) ( )

10 14.5

5 級
( ) ( )

令 和 ４ 年 ３ 月 31 日 現 在
6 級

( ) ( )

(％)級

7 級
( ) ( )

(人) 構 成 比

150,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

(円) 労 務 職 (円)

大 学 卒 186,427 182,200

高 校 卒 153,564

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職

級
( )

69

(
42.0

( )

)
計

(

7

)( ) (

級
)

1

(

100.0

)
3

0
計

) ( )

職 員 数



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ．昇給

　　　オ．期末手当・勤勉手当

上 級 社 会 福 祉 士

専 門 員

栄 養 士

有

栄 養 士
保 健 師

主任保健師 保 健 師

級 等 に よ る 加 算 措 置

主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士 社会福祉士技 師 補

4.300

３ 級 ２ 級

保 育 士
主 事 補上級栄養士

保 育 士室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士
事 務 長

主 幹

５ 級 ４ 級

技 師

上級専門員 係 長 主 査 主 事
技 師

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐
局 長 局 長

) ( ) (
国 の 制 度

( ) ( )
有

2.225 2.225 4.450

( ) ( )

( ) (
4.300

補 正 前
( ) (

2.225 2.075
)

補 正 後
( ) ( )

有
2.225 2.075

)
(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月

(人)

(人)

(人)

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

職 員 数 (Ａ) (人) 69 69

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)8

(人)

号 級

4 号 級

号 級

(人)

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

69職 員 数 (Ａ) (人) 69

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分 ６ 級

主 任 社 会 福 祉 士

１ 級

事 務 長

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

2 号 級

2 号 級

社会福祉士

－　46　－



－　47　－

　　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ．地域手当

　　　ク．特殊勤務手当

　　　ケ．その他の手当

(2～20％加算)

差 異 の 内 容

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（月分）
最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分）



 


